
















































































とふまえたプランを策定できたという（渋谷 2002 : 83）。策定過程を経て渋谷はいくつかの課
題をあげている。第一に男女共同参画社会の形成に向けた学習の機会が町民の主体的な参加に
かかわってくること，第二に市民・NPO・行政の対等なパートナーシップの重要性，第三に









会を 3回，作業部会を 5回開催した（若松 2011 : 101-102）。
第 1回審議会では愛知県知事より諮問された「新プランの基本方針について」の答申につ






る具体的な取り組みについて意見が出された（若松 2011 : 102-103）。この審議会委員の意見
をはじめ，愛知県民意識調査結果や旧プランの達成状況の確認作業をうけて部会での議論がす



















（若松 2016 : 46）。



































会議所，子育ての NPO 団体代表各 1人ずつ）の計 10名である。懇話会は平成 22（2010）
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仕組みの構築，特に評価検証にあたっては市民を巻き込んだ第三者機関設置が必要であるとい
















女性が変わる。男性が変わる。」が完成した（佐藤 2008 : 6）。
合併後の豊岡市における男女共同参画プランの策定に至る過程は以下のとおりである。まず
新市誕生と同時に市役所の企画課の中に「男女共同参画推進係」を設置している。係の構成は
























名，民間の女性団体の代表が 2組織から計 2名，JA（旧農協）と商工会の女性部門から計 3
名，労働基準監督署，労働組合，職業安定所から計 3名，自治会関係が 2名，子育てサーク




























































































いっても過言ではない」（桐木 1999 : 130）という。
桐木は地方自治体の取り組み事例として，東京都の「男女平等参画基本条例（仮称）」制定






















の知見を得て（内藤 2012 : 42），地方公共団体のホームページ上に公表されている直近の男女




































































ら採用可能な代替案は何か」（山谷 2012 : 66）の検討に必要な情報を収集・提供するために「プロ
グラムや政策の活動やアウトカムを，一群の明示的暗示的基準と比較して，体系的にアセス」する
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